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Ⅰ 調査のあらまし 

 
１ 調査の目的 

経済センサス-活動調査（以下「活動調査」という。）は，我が国の全産業分野の売上（収入）金額や費用な

どの経理項目を同一時点で網羅的に把握し，我が国における事業所・企業の経済活動を全国的及び地域別に明

らかにするとともに，事業所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団資料を得ることを目的とする。 

 

２ 調査の根拠 

統計法（平成 19年法律第 53号）に基づく「基幹統計調査」であり，経済センサス活動調査規則（平成 23年

6月 17日号外総務省，経済産業省令第 1号）に基づいて実施した。 

 

３ 調査日 

平成 28年 6月 1日現在で行った。 

 

４ 調査の対象 

 ⑴ 地域的範囲 

全国（平成 28 年 6 月 1 日現在において，東日本大震災に関して原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法

律第 156号）第 15条第 3項の規定に基づき原子力災害対策本部長（同法第 17条第 1項に規定する原子力災

害対策本部長をいう。）が設定した帰還困難区域を含む調査区を除く。） 

⑵ 属性的範囲 

調査は，日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち，以下に掲げる事業所並びに国及び地方公

共団体の事業所を除く国内全ての事業所・企業（以下「調査事業所」という。）について行った。 

ア 大分類Ａ－「農業，林業」に属する個人経営の事業所 

イ 大分類Ｂ－「漁業」に属する個人経営の事業所 

ウ 大分類Ｎ－「生活関連サービス業，娯楽業」のうち，小分類 792－「家事サービス業」に属する事業所 

エ 大分類Ｒ－「サービス業（他に分類されないもの）」のうち，中分類 96－「外国公務」に属する事業所 

 

５ 製造業の集計対象 

⑴ 本編は，製造業について「工業統計調査（経済産業省）」（以下「工業統計」という。）との時系列比較を可

能とするために，「平成 28 年経済センサス-活動調査」（以下「平成 28 年活動調査」という。）の調査結果の

うち，以下の全てに該当する製造事業所について集計したものである。 

・従業者 4人以上の旭川市内に所在する事業所であること。 

 ・管理，補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと。 

 ・製造品目別に出荷額が得られた事業所であること。 

⑵ 従業者数，付加価値額の項目は，工業統計の集計における定義に合わせた形で再集計しており，｢産業横断

的集計｣における集計事項とは異なっている。 

⑶ 製造品出荷額等などの経理事項については，原則消費税込みで把握しているが，一部の消費税抜きの回答

については「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン（平成 27年 5月

19日 各府省統計主管課長等会議申合せ）」に基づき，消費税込みに補正した上で結果表として集計した。 
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⑷ 本編における活動調査及び工業統計の数値については次のとおりである。 

調査名 年次 事業所数及び従業者数 経理項目 

平成 28年活動調査 平成 28年 平成 28年 6月 1日現在 平成 27年 1年間 

平成 24年活動調査 平成 24年 平成 24年 2月 1日現在 平成 23年 1年間 

工業統計 上記以外 各年次の 12月 31日現在 当該年次 1年間 

なお，平成 28年活動調査においては，事業所数及び従業者数については，調査対象のうち個人経営調査票

による調査分を含んだ集計結果であるのに対し，それ以外の項目については，これらの調査分を含まない集

計結果である。 

 

６ 主な用語の説明 

⑴ 事業所 

調査日現在で，経済活動が行われている場所ごとの単位で，原則として次の要件を備えているものをいう。 

ア 一定の場所（1区画）を占めて，単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること。 

イ 従業者と設備を有して，物の生産や販売，サービスの提供が継続的に行われていること。 

⑵ 従業者 

調査日現在で，当該事業所で働いている人をいい，他の会社などの別経営の事業所から出向又は派遣され

ている人（受入者）も含まれる。一方，他の会社などの別経営の事業所へ出向又は派遣している人（送出者），

臨時雇用者（1か月未満の期間を定めて雇用している人）は従業者に含めない。なお，個人経営の事業所の家

族従業者は，賃金・給与を支給されていなくても従業者としている。 

⑶ 現金給与総額 

   調査年 1年間に支払われた「常用雇用者及び有給役員に対する基本給，諸手当と特別に支払われた給与（期

末賞与等）の額」，「常用雇用者及び有給役員に対する退職金又は解雇予告手当，出向受入者に係る支払額，臨

時雇用者に対する給与，送出者に対する負担額など」及び「派遣受入者に係る人材派遣会社への支払額」の合

計をいう。 

⑷ 原材料使用額等 

  調査年 1年間における次のア～カの合計であり，消費税を含んだ額である。 

ア 主要原材料，補助材料，購入部分品，容器，包装材料，工場維持用の材料及び消耗品など，実際に製造

等に使用した原材料使用額。なお，下請工場などに原材料を支給して製造加工を行わせた場合には，支

給した原材料の額も含まれる。 

イ 生産段階で使用した燃料費，荷物運搬用及び暖房用の燃料費，自家発電用の燃料費などの燃料使用額 

ウ 購入した電力使用額（自家発電は含まない） 

エ 原材料又は中間製品を他企業の事業所に支給して製造又は加工を委託した場合，これに支払った加工賃

又は支払うべき加工賃である委託生産費 

オ 生産設備の保守・点検・修理，機械・装置の操作，製品に組み込まれるソフトウェアの開発など，事業

所収入に関係する直接的な外注費用（製造等に関連する外注費） 

カ 調査年 1年間において，実際に売り上げた転売品（他から仕入れ又は受け入れてそのまま販売したもの）

に対応する仕入額（転売した商品の仕入額） 

⑸ 製造品出荷額等 

調査年 1年間における次のア～ウ及びくず・廃物の出荷額の合計をいう。 
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ア 製造品出荷額とは，当該事業所が所有する原材料によって製造されたもの（原材料を他に支給して製

造又は製造加工させたものを含む）を，調査年中に当該事業所から出荷した場合の工場出荷金額をいう。

また，次のものも製造品出荷に含まれる。 

・同一企業に属する他の事業所への引き渡したもの 

・自家使用されたもの（当該事業所において最終製品として使用されたもの） 

・委託販売に出したもの（販売済みでないものを含み，調査年中に返品されたものを除く） 

イ 加工賃収入額とは，調査年中に他企業の所有する主要原材料によって製造し，あるいは他企業の所有

する製品又は半製品に加工，処理を加えた場合，これに対して受け取った又は受け取るべき加工賃をい

う。 

ウ その他収入額とは，製造品出荷額及び加工賃収入額以外の収入額をいう。 

⑹ 付加価値額（従業者 29人以下は粗付加価値額） 

 事業所の生産活動において，新たに付け加えられた価値のことであり，次の算式による。 

ア 従業者 30人以上 

付加価値額  ＝ 製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額） 

＋（半製品及び仕掛品年末価額－半製品及び仕掛品年初価額） 

－（消費税を除く内国消費税額（＊）＋推計消費税額）－原材料使用額等－減価償却額 

イ 従業者 29人以下 

粗付加価値額 ＝ 製造品出荷額等－（消費税を除く内国消費税額(＊)＋推計消費税額）－原材料使

用額等 

＊：消費税を除く内国消費税額 ＝ 酒税，たばこ税，揮発油税及び地方揮発油税の納付税額又は納付す

べき税額の合計 

⑺ 本編の統計表中の産業類型（3区分）に属する産業（中分類）は次のとおりである。 

基礎素材型産業：「12 木材・木製品製造業」，「14 パルプ・紙・紙加工品製造業」，「16 化学工業」，「17 石

油製品・石炭製品製造業」，「18 プラスチック製品製造業」，「19 ゴム製品製造業」，「21 窯

業・土石製品製造業」，「22 鉄鋼業」，「23 非鉄金属製造業」，「24 金属製品製造業」 

加工組立型産業：「25 はん用機械器具製造業」，「26 生産用機械器具製造業」，「27 業務用機械器具製造業」， 

「28 電子部品・デバイス・電子回路製造業」，「29 電気機械器具製造業」，「30 情報通信機 

械器具製造業」，「31 輸送用機械器具製造業」 

生活関連型産業：「09 食料品製造業」，「10 飲料・たばこ・飼料製造業」，「11 繊維工業」，「13 家具・装備

品製造業」，「15 印刷・同関連業」，「20 なめし革・同製品・毛皮製造業」，「32 その他の

製造業」 

 

７ 出典・集計 

 本編に掲載の統計表は，総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス-活動調査」の製造業の確報値及び調

査票情報を本市が独自集計したものである。 
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Ⅱ 結果の概要 

 

 

１ 概況 

平成 27年から平成 28年にかけての日本経済は，有効求人倍率が 24年ぶりの高水準となり，史

上初めて全都道府県で 1 倍を超えることとなった。また，企業収益が高水準で推移し，人手不足

感もみられる中で春闘の賃上げ率も 3 年連続で高い水準となるなど雇用・所得環境の改善がみら

れた。さらに，平成 27年度は名目 GDP，実質 GDP，GDPデフレーターが 18年ぶりに揃って前年比

プラスとなった。一方，GDP の 6 割を占める個人消費は平成 26 年 4 月の消費税率引き上げ以降，

力強さを欠いた状況にあり，所得から支出への波及に遅れがみられた。 

北海道経済については，北海道新幹線の開業や国際定期便の新規就航などを背景に国内外来道

者数が好調に推移した。 

こうした中で，平成 28 年経済センサス-活動調査の製造業（従業者 4 人以上の事業所）の主な

結果をみると，北海道全体では事業所数は平成 26 年工業統計調査結果（以下「前年」という。）

と比べ 6.2％増の 5,801事業所，従業者数は同 3.3％増の 170,136人，製造品出荷額等は同 1.9％

減の 6兆 5,481億 1,082万円となった。 

一方，本市については，事業所数は前年比 15.1％増の 389 事業所，従業者数は同 12.7％増の

9,185 人，製造品出荷額等は 11.7％増の 2,156 億 3,982 万円となり，全て前年を上回った。特に

製造品出荷額等は過去 10年間で最大となっている（表 1，図 1）。 

 

389 事業所 （前年比　 15.1％増）

9,185 人 （前年比　 12.7％増）

21,563,982 万円 （前年比　 11.7％増）

平成28年経済センサス-活動調査 産業別集計 製造業（従業者4人以上の事業所）の

事 業 所 数

従 業 者 数

製 造 品 出 荷 額 等

主な結果は，次のとおりである。

単位：事業所・人・万円

年　　次 事業所数
指数

18年=100
従業者数

指数
18年=100

製造品出荷額等
指数

18年=100

平成18年（2006) 449           100.0        9,853        100.0        18,086,442         100.0        

19年（2007) 425           94.7          9,610        97.5          19,064,145         105.4        

20年（2008) 431           96.0          9,740        98.9          18,934,603         104.7        

21年（2009) 399           88.9          8,983        91.2          17,113,001         94.6          

22年（2010) 394           87.8          9,183        93.2          17,363,023         96.0          

23年（2011) 405           90.2          8,687        88.2          17,673,416         97.7          

24年（2012) 377           84.0          8,681        88.1          16,791,186         92.8          

25年（2013) 361           80.4          8,534        86.6          18,370,112         101.6        

26年（2014) 338           75.3          8,151        82.7          19,306,808         106.7        

27年（2015) 389          86.6         9,185        93.2         21,563,982        119.2        

注1) 平成23年の数値は平成24年経済センサス-活動調査，平成27年の数値は平成28年経済センサス-
注1) 活動調査，その他の年次は工業統計調査の結果である。
注2) 事業所数及び従業者数について，平成23年は平成24年2月1日現在，平成27年は平成28年6月1日
注2) 現在，それ以外の年次はその年の12月31日現在の数値である。以降，本編において全て同じ。

表1　旭川市工業の推移
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図1 旭川市工業の推移

事業所数

従業者数

製造品出荷額等

 

単位：事業所・人・万円 平成28年6月1日現在
都 市 名 事 業 所 数 従 業 者 数 製 造 品 出 荷 額 等

札 幌 市 1,053 28,072 55,782,018

旭 川 市 389 9,185 21,563,982

函 館 市 313 8,217 20,145,873

小 樽 市 242 7,240 18,824,243

苫 小 牧 市 214 11,016 147,610,116

釧 路 市 191 5,214 26,104,267

帯 広 市 161 4,933 14,274,376

室 蘭 市 129 7,388 77,393,755

石 狩 市 128 3,959 11,479,872

北 見 市 127 2,999 7,563,294

千 歳 市 95 6,763 23,997,813

江 別 市 93 3,582 8,750,501

根 室 市 87 2,054 6,402,196

恵 庭 市 85 4,514 14,589,995

稚 内 市 75 1,758 5,269,299

北 広 島 市 74 3,248 8,721,540

岩 見 沢 市 66 2,555 7,384,059

北 斗 市 65 2,532 5,517,922

紋 別 市 63 1,596 4,901,456

網 走 市 58 1,580 5,280,473

（ 参 考 ）

全 道 計 5,801 170,136 654,811,082

市 部 計 4,093 127,775 512,945,867

郡 部 計 1,708 42,361 141,865,215
注) 製造品出荷額等は平成27年1年間の数値である。

平成28年経済センサス-活動調査における道内主要都市の製造業の結果
《 参 考 》 

（平成18年＝100）
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２ 事業所数 

事業所数は前年と比べ 51事業所（15.1％）増加し，389事業所となった。 

（１）産業（中分類）別事業所数 

事業所数を産業別にみると，「食料品製造業」が 91事業所（構成比 23.4％）と最も多く，次

いで「金属製品製造業」が 56 事業所（同 14.4％），「家具・装備品製造業」及び「印刷・同関

連業」がそれぞれ 37事業所（同 9.5％）と続いており，前年と同様に上位 4産業で全体の 50％

以上を占めている（図 2，表 2）。 

 

 

 

 

 

 

  

食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

繊維工業

木材・木製品製造業

家具・装備品製造業パルプ・紙・

紙加工品製造業印刷・同関連業化学工業石油製品・石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

なめし革・同製品・

毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業

業務用機械器具製造業

電子部品･デバイス･

電子回路製造業

電気機械器具製造業 輸送用機械器具製造業
情報通信機械器具製造業

その他の製造業

図2 事業所数の産業別構成（平成28年6月1日現在）

単位：事業所・％

実　数 構成比 実　数 構成比

338 100.0       389 100.0 15.1 100.0       

09 食 料 品 製 造 業 80            23.7         91            23.4 13.8 21.6         

10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 3             0.9           5             1.3 66.7 3.9           

11 繊 維 工 業 12            3.6           19            4.9 58.3 13.7         

12 木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 27            8.0           28            7.2 3.7 2.0           

13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 31            9.2           37            9.5 19.4 11.8         

14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 8             2.4           8             2.1 0.0 0.0

15 印 刷 ・ 同 関 連 業 34            10.1         37            9.5 8.8 5.9           

16 化 学 工 業 3             0.9           5             1.3 66.7 3.9           

17 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業 2             0.6           3             0.8 50.0 2.0           

18 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 6             1.8           8             2.1 33.3 3.9           

20 な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業 1             0.3           -             -             △ 100.0 △ 2.0      

21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 16            4.7           20            5.1 25.0 7.8           

22 鉄 鋼 業 4             1.2           4             1.0 0.0 0.0

23 非 鉄 金 属 製 造 業 2             0.6           1             0.3           △ 50.0 △ 2.0      

24 金 属 製 品 製 造 業 52            15.4         56            14.4 7.7 7.8           

25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 12            3.6           11            2.8 △ 8.3 △ 2.0      

26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 21            6.2           23            5.9 9.5 3.9           

27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業 1             0.3           1             0.3 0.0 0.0

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 1             0.3           1             0.3 0.0 0.0

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 5             1.5           7             1.8 40.0 3.9           

30 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 -             -             1             0.3 - 2.0           

31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 6             1.8           8             2.1 33.3 3.9           

32 そ の 他 の 製 造 業 11            3.3           15            3.9 36.4 7.8           

120          35.5         133          34.2 10.8 25.5         

46            13.6         52            13.4 13.0 11.8         

172          50.9         204          52.4 18.6 62.7         

表2　産業(中分類)別事業所数

産　　業　　中　　分　　類
平成26年(2014) 平成28年(2016)

増減率 寄与率

総 数

基 礎 素 材 型 産 業

加 工 組 立 型 産 業

生 活 関 連 型 産 業
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（２）地区別事業所数 

事業所数を地区別にみると，永山地区が 105事業所（構成比 27.0％）と最も多く，次いで東

旭川地区が 78事業所(同 20.1％)，東地区が 52事業所（同 13.4％）などとなっており，前年と

同様にこの 3地区で全市の約 6割を占めている（図 3，表 3）。 
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単位：事業所・％

実　数 構成比 実　数 構成比

総 数 338 100.0 389 100.0 15.1          100.0        

西 7 2.1 11 2.8 57.1           7.8            

中 央 3 0.9 6 1.5 100.0         5.9            

大 成 9 2.7 7 1.8 △ 22.2      △ 3.9        

東 39 11.5 52 13.4 33.3           25.5           

新 旭 川 28 8.3 28 7.2 0.0 0.0

北 星 18 5.3 23 5.9 27.8           9.8            

春 光 3 0.9 4 1.0 33.3           2.0            

神 居 19 5.6 21 5.4 10.5           3.9            

江 丹 別 1 0.3 1 0.3 0.0 0.0

永 山 98 29.0 105 27.0 7.1            13.7           

東 旭 川 68 20.1 78 20.1 14.7           19.6           

神 楽 10 3.0 16 4.1 60.0           11.8           

西 神 楽 13 3.8 12 3.1 △ 7.7        △ 2.0        

東 鷹 栖 22 6.5 25 6.4 13.6           5.9            

表3　地区別事業所数

地 区
平成26年(2014) 平成28年(2016)

増減率 寄与率
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（３）従業者規模別事業所数 

事業所数を従業者規模別にみると，4～9 人規模が 172 事業所（構成比 44.2％）と最も多く，

次いで 10～19 人規模が 95 事業所（同 24.4％），30～49 人規模が 47 事業所（同 12.1％）など

となっている。4～29人の小規模事業所は 308事業所（同 79.2％）となっており，30人以上規

模は 81 事業所（同 20.8％）となっている。前年は従業者規模が大きくなるに従い事業所数が

少なくなったが，今回は 20～29人規模の割合が縮小したため，そのような傾向は見られなくな

った（図 4，表 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：事業所・％

実　数 構成比 実　数 構成比

338 100.0 389 100.0 15.1          100.0         

4 ～ 299人 141 41.7 172 44.2 22.0           60.8           

10 ～ 219人 88 26.0 95 24.4 8.0             13.7           

20 ～ 229人 41 12.1 41 10.5 0.0 0.0

30 ～ 249人 39 11.5 47 12.1 20.5           15.7           

50 ～ 299人 19 5.6 23 5.9 21.1           7.8             

100 ～ 299人 7 2.1 9 2.3 28.6           3.9             

3 0.9 2 0.5 △ 33.3       △ 2.0        

4 ～ 229人 270 79.9 308 79.2 14.1           74.5           

68 20.1 81 20.8 19.1           25.5           

（ 再 掲 ）

総 数

300人以上

30人以上

表4　従業者規模別事業所数

平成26年(2014) 平成28年(2016)
増減率 寄与率区 分

44.2 

41.7 

24.4 

26.0 

10.5 

12.1 

12.1 

11.5 

5.9 

5.6 

2.3 

2.1 

0.5 

0.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成28年

(2016)

平成26年

(2014)

図4 事業所数の従業者規模別構成
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100～299人

300人以上
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３ 従業者数 

従業者数は前年と比べ 944人（12.7％）増加し，9,185人となった。 

（１）産業（中分類）別従業者数 

従業者数を産業別にみると，「食料品製造業」が 3,339 人（構成比 36.4％）と最も多く，次

いで「金属製品製造業」が 762 人（同 8.3％），「家具・装備品製造業」が 730 人（同 7.9％），

「印刷・同関連業」が 624 人（同 6.8％）などとなっており，上位 4 産業で全体の約 6 割を占

めている。 

上位 4 産業について前年と比べると，「家具・装備品製造業」が 5 番目から 3 番目，「繊維工

業」が 3番目から 6番目に変更となった（図 5，表 5）。 
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石炭製品製造業

プラスチック製品製造業

なめし革・同製品・

毛皮製造業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業
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電気機械器具製造業 輸送用機械器具製造業

情報通信機械器具製造業

その他の製造業

図5 従業者数の産業別構成（平成28年6月1日現在）

単位：人・％

実　数 構成比 実　数 構成比

8,151 100.0       9,185 100.0 12.7 100.0

09 食 料 品 製 造 業 2,811       34.5 3,339       36.4 18.8 51.1

10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 165          2.0 264          2.9 60.0 9.6

11 繊 維 工 業 663          8.1 486          5.3 △ 26.7 △ 17.1

12 木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 454          5.6 341          3.7 △ 24.9 △ 10.9

13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 466          5.7 730          7.9 56.7 25.5

14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 317          3.9 344          3.7 8.5 2.6

15 印 刷 ・ 同 関 連 業 590          7.2 624          6.8 5.8 3.3

16 化 学 工 業 65            0.8 72            0.8 10.8 0.7

17 石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業 16            0.2 21            0.2 31.3 0.5

18 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 322          4.0 351          3.8 9.0 2.8

20 な め し 革 ・ 同 製 品 ・ 毛 皮 製 造 業 7             0.1 -             - △ 100.0 △ 0.7

21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 215          2.6 273          3.0 27.0 5.6

22 鉄 鋼 業 51            0.6 45            0.5 △ 11.8 △ 0.6

23 非 鉄 金 属 製 造 業 10            0.1           7             0.1           △ 30.0 △ 0.3

24 金 属 製 品 製 造 業 719          8.8 762          8.3 6.0 4.2

25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 210          2.6 190          2.1 △ 9.5 △ 1.9

26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 410          5.0 503          5.5 22.7 9.0

27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業 6             0.1 6             0.1 0.0 0.0

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 329          4.0 318          3.5 △ 3.3 △ 1.1

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 139          1.7 152          1.7 9.4 1.3

30 情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 -             - 35            0.4 - 3.4

31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 90            1.1 201          2.2 123.3 10.7

32 そ の 他 の 製 造 業 96            1.2 121          1.3 26.0 2.4

2,169       26.6         2,216       24.1 2.2 4.5

1,184       14.5         1,370       14.9 15.7 18.0

4,798       58.9         5,564       60.6 16.0 74.1生 活 関 連 型 産 業

表5　産業(中分類)別従業者数

産　　業　　中　　分　　類
平成26年(2014) 平成28年(2016)

増減率 寄与率

総 数

基 礎 素 材 型 産 業

加 工 組 立 型 産 業
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（２）地区別従業者数 

従業者数を地区別にみると，永山地区が 2,533人（構成比 27.6％）と最も多く，次いで東旭

川地区が 2,310人(同 25.1％)，東地区が 1,353人（同 14.7％）などとなっており，前年と同様

にこの 3地区で全市の約 3分の 2を占めている（図 6，表 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人・％

実　数 構成比 実　数 構成比

総 数 8,151 100.0 9,185 100.0 12.7          100.0        

西 127 1.6 149 1.6 17.3           2.1            

中 央 85 1.0 107 1.2 25.9           2.1            

大 成 107 1.3 93 1.0 △ 13.1      △ 1.4        

東 1,551 19.0 1,353 14.7 △ 12.8      △ 19.1      

新 旭 川 534 6.6 542 5.9 1.5            0.8            

北 星 393 4.8 462 5.0 17.6           6.7            

春 光 22 0.3 24 0.3 9.1            0.2            

神 居 621 7.6 737 8.0 18.7           11.2           

江 丹 別 4 0.0 11 0.1 175.0         0.7            

永 山 2,059 25.3 2,533 27.6 23.0           45.8           

東 旭 川 1,904 23.4 2,310 25.1 21.3           39.3           

神 楽 92 1.1 131 1.4 42.4           3.8            

西 神 楽 203 2.5 225 2.4 10.8           2.1            

東 鷹 栖 449 5.5 508 5.5 13.1           5.7            

表6　地区別従業者数

地 区
平成26年(2014) 平成28年(2016)

増減率 寄与率

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

西 中央 大成 東 新旭川 北星 春光 神居 江丹別 永山 東旭川 神楽 西神楽 東鷹栖

人

図6 地区別従業者数

平成26年

平成28年



 62 

（３）従業者規模別従業者数 

従業者数を従業者規模別にみると，30～49 人規模が 1,901 人（構成比 20.7％）と最も多く，

次いで 50～99 人規模の 1,681 人（同 18.3％），100～299 人規模の 1,562 人（同 17.0％）など

となっており，前年と同様に突出して多い規模はない。また，4～29人規模は 3,293人（同 35.9％），

30人以上規模は 5,892人（同 64.1％）となっている。 

なお，前年と比べると 300人以上規模が大きく減少した（図 7，表 7）。 
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図7 従業者数の従業者規模別構成
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単位：人・％

実　数 構成比 実　数 構成比

8,151 100.0          9,185 100.0          12.7 100.0         

4 ～ 299人 898 11.0             1,049 11.4             16.8 14.6           

10 ～ 219人 1,216 14.9             1,260 13.7             3.6 4.3             

20 ～ 229人 985 12.1             984 10.7             △ 0.1 △ 0.1        

30 ～ 249人 1,465 18.0             1,901 20.7             29.8 42.2           

50 ～ 299人 1,243 15.2             1,681 18.3             35.2 42.4           

100 ～ 299人 1,190 14.6             1,562 17.0             31.3 36.0           

1,154 14.2             748 8.1              △ 35.2 △ 39.3       

4 ～ 229人 3,099 38.0             3,293 35.9             6.3 18.8           

5,052 62.0             5,892 64.1             16.6 81.2           30人以上

表7　従業者規模別従業者数

総 数

300人以上

（ 再 掲 ）

平成26年(2014) 平成28年(2016)
増減率 寄与率区 分
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４ 製造品出荷額等 

製造品出荷額等は前年と比べ 225億 7,174万円(11.7％）増加し，2,156億 3,982万円となった。 

（１）産業（中分類）別製造品出荷額等 

製造品出荷額等を産業別にみると，「食料品製造業」が 710億円（1億円未満四捨五入。以下

同じ。）（構成比 32.9％）と最も多く，次いで「パルプ・紙・紙加工品製造業」が 336億円（同

15.6％），「金属製品製造業」が 143 億円（同 6.6％）などとなっており，前年と同様に上位 3

産業で全産業の 5割以上を占めている（図 8，表 8）。 
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図8 製造品出荷額等の産業別構成（平成27年）

単位：万円・％

実　数 構成比 実　数 構成比

19,306,808 100.0 21,563,982 100.0 11.7 100.0

09 食 料 品 製 造 業 6,043,845 31.3 7,099,089 32.9 17.5 46.8

10 飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 731,018 3.8 814,051 3.8 11.4 3.7

11 繊 維 工 業 890,880 4.6 924,279 4.3 3.7 1.5

12 木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 814,770 4.2 694,079 3.2 △ 14.8 △ 5.3

13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 508,576 2.6 585,267 2.7 15.1 3.4

14 パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 3,156,390 16.3 3,356,753 15.6 6.3 8.9

15 印 刷 ・ 同 関 連 業 856,175 4.4 847,548 3.9 △ 1.0 △ 0.4

16 化 学 工 業 290,838 1.5 434,026 2.0 49.2 6.3

18 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 680,573 3.5 934,928 4.3 37.4 11.3

21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 679,718 3.5 597,743 2.8 △ 12.1 △ 3.6

22 鉄 鋼 業 170,832 0.9 81,070 0.4 △ 52.5 △ 4.0

24 金 属 製 品 製 造 業 1,264,163 6.5 1,430,339 6.6 13.1 7.4

25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 465,149 2.4 461,873 2.1 △ 0.7 △ 0.1

26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 977,522 5.1 1,168,617 5.4 19.5 8.5

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 170,116 0.9 221,900 1.0 30.4 2.3

31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 118,640 0.6 229,246 1.1 93.2 4.9

32 そ の 他 の 製 造 業 169,967 0.9 167,746 0.8 △ 1.3 △ 0.1

上 記 以 外 の 製 造 業 1,317,636 6.8 1,515,428 7.0 15.0 8.8

7,156,341 37.1 7,659,432 35.5 7.0 22.3

X X 3,383,191 15.7 X X

X X 10,437,980 48.4 X X

総 数

表8　産業別製造品出荷額等

平成26年(2014) 平成27年(2015)
増減率 寄与率産　　業　　中　　分　　類

基 礎 素 材 型 産 業
加 工 組 立 型 産 業
生 活 関 連 型 産 業
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（２）地区別製造品出荷額等 

製造品出荷額等を地区別にみると，永山地区が 617億円（構成比 28.6％）と最も多く，次い

で東旭川地区が 434億円（同 20.1％），東地区が 393億円（同 18.2％），新旭川地区が 358億円

（同 16.6％）などとなっており，前年と同様にこの 4地区で全市の 8割以上を占めている。ま

た，東旭川地区の構成比が大きく増加した（図 9，表 9）。 
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単位：万円・％

実　数 構成比 実　数 構成比

総 数 19,306,808 100.0 21,563,982 100.0 11.7          100.0        

西 163,081 0.8 173,418 0.8 6.3            0.5            

中 央 121,894 0.6 134,932 0.6 10.7          0.6            

大 成 82,657 0.4 78,885 0.4 △ 4.6        △ 0.2        

東 3,712,476 19.2 3,929,896 18.2 5.9            9.6            

新 旭 川 3,550,617 18.4 3,578,019 16.6 0.8            1.2            

北 星 724,104 3.8 775,022 3.6 7.0            2.3            

春 光 X X X X X X

神 居 933,155 4.8 1,026,747 4.8 10.0          4.1            

江 丹 別 X X X X X X

永 山 5,380,596 27.9 6,172,229 28.6 14.7          35.1          

東 旭 川 3,244,676 16.8 4,341,941 20.1 33.8          48.6          

神 楽 106,660 0.6 119,911 0.6 12.4          0.6            

西 神 楽 331,455 1.7 315,564 1.5 △ 4.8        △ 0.7        

東 鷹 栖 926,839 4.8 876,830 4.1 △ 5.4        △ 2.2        

表9　地区別製造品出荷額等

地 区
平成26年(2014) 平成27年(2015)

増減率 寄与率
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（３）従業者規模別製造品出荷額等 

製造品出荷額等を従業者規模別にみると，100 人以上規模が 670 億円（構成比 31.2％）であ

り，次いで 50～99 人規模が 483 億円（同 22.4％），30～49 人規模が 404 億円（同 18.7％）な

どとなっている（図 10，表 10）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単位：万円・％

実　数 構成比 実　数 構成比

19,306,808 100.0        21,563,982 100.0        11.7         100.0        

4 ～ 299人 1,196,289 6.2            1,366,347 6.3            14.2          7.5            

10 ～ 219人 2,121,704 11.0          2,442,992 11.3          15.1          14.2          

20 ～ 229人 1,972,284 10.2          2,177,694 10.1          10.4          9.1            

30 ～ 249人 3,041,166 15.8          4,043,131 18.7          32.9          44.4          

50 ～ 299人 4,144,604 21.5          4,830,905 22.4          16.6          30.4          

100 ～ 299人 4,586,273 23.8          X X X X

2,244,488 11.6          X X X X

4 ～ 229人 5,290,277 27.4          5,987,033 27.8          13.2          30.9          

14,016,531 72.6          15,576,949 72.2          11.1          69.1          

表10　従業者規模別製造品出荷額等

300人以上

（ 再 掲 ）

30人以上

総 数

区 分
平成26年(2014) 平成27年(2015)

増減率 寄与率

6.3 

6.2 

11.3 

11.0 

10.1 

10.2 

18.7 

15.8 

22.4 

21.5 

31.1

23.8 11.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成27年

(2015)

平成26年

(2014)

図10 製造品出荷額等の従業者規模別構成

4～ 9人

10～ 19人

20～ 29人

30～ 49人

50～ 99人

100～299人

300人以上

(平成26年)

100人以上

(平成27年)
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Ⅲ　統 計 資 料
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単位：事業所・人・万円

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等

405 8,687 17,673,416 377 8,681 16,791,186

09 食 料 品 製 造 業 92 2,700 4,836,606 92 2,989 5,004,154

10 飲料・たばこ・飼料製造業 6 256 882,149 5 176 714,175

11 繊 維 工 業 16 691 885,384 15 814 810,731

12 木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 32 445 739,276 31 426 576,879

13 家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 37 759 729,321 35 716 733,624

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 8 317 2,903,021 7 329 2,769,746

15 印 刷 ・ 同 関 連 業 40 646 856,397 35 594 756,661

16 化 学 工 業 5 103 190,859 4 75 532,154

17 石油製品・石炭製品製造業 3 14 107,711 2 16 X

18 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 9 292 621,618 6 273 592,818

19 ゴ ム 製 品 製 造 業 1 8 X - - -

20
な め し 革 ・ 同 製 品 ・
毛 皮 製 造 業

1 6 X 1 6 X

21 窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 20 261 667,490 18 273 563,699

22 鉄 鋼 業 6 66 290,911 4 51 146,608

23 非 鉄 金 属 製 造 業 1 7 X 2 11 X

24 金 属 製 品 製 造 業 63 745 1,078,358 59 725 1,077,580

25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 15 256 634,253 11 222 463,545

26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 22 431 743,749 25 416 808,487

27 業 務 用 機 械 器 具 製 造 業 1 4 X 1 6 X

28
電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・
電 子 回 路 製 造 業

1 327 X 1 285 X

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 6 146 185,519 5 131 167,222

30 情報通信機械器具製造業 - - - - - -

31 輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 7 97 185,799 4 29 41,112

32 そ の 他 の 製 造 業 13 110 129,947 14 118 162,000

148 2,258 6,631,384 133 2,179 6,360,602

52 1,261 X 47 1,089 X

205 5,168 X 197 5,413 X

産 業 中 分 類

注) 事業所数及び従業者数は，平成23年は平成24年2月1日現在，平成27年は平成28年6月1日現在，それ以外の年

第1表　産業(中分類)別事業所数，従業者数，

平成23年(2011年) 平成24年(2012年)

総 数

基 礎 素 材 型 産 業

加 工 組 立 型 産 業

生 活 関 連 型 産 業



 69 

 

  

事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 事業所数 従業者数 製造品出荷額等

361 8,534 18,370,112 338 8,151 19,306,808 389 9,185 21,563,982

86 3,053 5,713,492 80 2,811 6,043,845 91 3,339 7,099,089

5 190 722,718 3 165 731,018 5 264 814,051

14 773 807,285 12 663 890,880 19 486 924,279

30 440 663,358 27 454 814,770 28 341 694,079

31 462 454,738 31 466 508,576 37 730 585,267

8 310 3,090,715 8 317 3,156,390 8 344 3,356,753

36 607 870,966 34 590 856,175 37 624 847,548

3 61 287,174 3 65 290,838 5 72 434,026

2 15 X 2 16 X 3 21 X

7 312 675,014 6 322 680,573 8 351 934,928

- - - - - - - - -

1 7 X 1 7 X - - -

17 274 899,448 16 215 679,718 20 273 597,743

4 53 176,009 4 51 170,832 4 45 81,070

2 11 X 2 10 X 1 7 X

58 747 1,340,338 52 719 1,264,163 56 762 1,430,339

12 226 486,917 12 210 465,149 11 190 461,873

21 414 807,398 21 410 977,522 23 503 1,168,617

1 6 X 1 6 X 1 6 X

1 309 X 1 329 X 1 318 X

5 129 160,469 5 139 170,116 7 152 221,900

- - - - - - 1 35 X

3 19 X 6 90 118,640 8 201 229,246

14 116 167,399 11 96 169,967 15 121 167,746

131 2,223 7,237,273 120 2,169 7,156,341 133 2,216 7,659,432

43 1,103 X 46 1,184 X 52 1,405 3,466,570

187 5,208 X 172 4,798 X 204 5,564 10,437,980

次はその年の12月31日現在の数値である。

製造品出荷額等の推移(従業者4人以上の事業所)

平成25年(2013年) 平成26年(2014年) 平成27年(2015年)
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額

注
3)

 「
そ

の
他

収
入

額
等

」に
は

，
転

売
収

入
及

び
修

理
料

収
入

等
の

ほ
か

，
製

造
工

程
か

ら
出

た
く

ず
及

び
廃

物
の

出
荷

額
も

含
ま

れ
る

。

女
 正

社
員

・
正

職
員

 パ
　

ー
　

ト
 ・

ア
ル

バ
イ

ト
等

注
2)

 「
現

金
給

与
総

額
」「

原
材

料
使

用
額

等
」「

製
造

品
出

荷
額

等
」「

粗
付

加
価

値
額

」は
平

成
27

年
1年

間
の

数
値

で
あ

る
。

基
礎

素
材

型
産

業

加
工

組
立

型
産

業

生
活

関
連

型
産

業

注
1)

 従
業

者
数

の
う

ち
，

「正
社

員
・正

職
員

」「
パ

ー
ト
・ア

ル
バ

イ
ト
等

」「
個

人
事

業
主

・無
給

家
族

従
業

者
」に

は
出

向
・派

遣
送

出
者

を
含

む
た

め
，

総
数

と
内

訳
の

合
計

が
一

致
し

な
い

。

加
 工

 賃
収

 入
 額

個
人

総
数

男

総
数
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  単
位

：事
業

所
・人

・万
円

平
成

28
年

6月
1日

現
在

総
数

法
人

個
人

総
数

男
女

総
　

　
額

製
  

造
  

品
出

  
荷

  
額

加
  

工
  

賃
収

  
入

  
額

そ
の

他
収

入
額

等

総
数

3
8
9

3
7
4

1
5

9
,1

8
5

5
,9

6
2

3
,2

2
3

3
,0

1
9
,1

7
9

1
3
,2

7
7
,3

4
5

2
1
,5

6
3
,9

8
2

1
9
,6

2
6
,5

5
0

7
2
7
,3

1
8

1
,2

1
0
,1

1
4

7
,4

8
4
,3

5
8

西
11

11
-

14
9

72
77

34
,4

11
54

,3
87

17
3,

41
8

10
4,

23
4

65
,5

61
3,

62
3

11
0,

55
3

中
央

6
6

-
10

7
49

58
38

,1
12

43
,3

02
13

4,
93

2
13

1,
84

5
3,

08
7

-
84

,9
49

大
成

7
7

-
93

52
41

21
,6

97
39

,1
21

78
,8

85
76

,4
31

89
2,

36
5

36
,8

43

東
52

51
1

1,
35

3
94

0
41

3
54

4,
04

0
1,

63
9,

06
7

3,
92

9,
89

6
3,

72
6,

56
7

10
1,

02
5

10
2,

30
4

1,
87

9,
73

8

新
旭

川
28

26
2

54
2

45
4

88
26

4,
75

4
2,

41
1,

93
8

3,
57

8,
01

9
3,

50
0,

79
4

22
,2

27
54

,9
98

1,
11

4,
52

2

北
星

23
20

3
46

2
26

4
19

8
11

3,
83

1
47

2,
93

0
77

5,
02

2
74

7,
66

0
14

,4
43

12
,9

19
28

1,
25

4

春
光

4
3

1
24

12
12

X
X

X
X

X
X

X

神
居

21
20

1
73

7
39

6
34

1
23

8,
66

2
56

5,
21

0
1,

02
6,

74
7

1,
01

0,
30

5
4,

67
3

11
,7

69
42

8,
00

9

江
丹

別
1

1
-

11
10

1
X

X
X

X
X

X
X

永
山

10
5

10
1

4
2,

53
3

1,
65

6
87

7
81

1,
00

0
4,

30
6,

62
4

6,
17

2,
22

9
5,

38
5,

75
5

14
0,

64
8

64
5,

82
6

1,
72

0,
12

0

東
旭

川
78

77
1

2,
31

0
1,

44
2

86
8

68
1,

55
0

2,
98

8,
23

1
4,

34
1,

94
1

4,
03

3,
79

1
22

1,
46

5
86

,6
85

1,
27

3,
55

1

神
楽

16
16

-
13

1
62

69
27

,9
73

68
,3

01
11

9,
91

1
10

9,
48

5
1,

03
4

9,
39

2
47

,7
73

西
神

楽
12

12
-

22
5

18
6

39
70

,2
73

15
3,

99
2

31
5,

56
4

25
6,

68
5

24
,9

89
33

,8
90

14
9,

78
6

東
鷹

栖
25

23
2

50
8

36
7

14
1

16
7,

18
2

50
5,

17
7

87
6,

83
0

50
8,

26
3

12
2,

72
4

24
5,

84
3

34
6,

55
4

注
2)

 「
そ

の
他

収
入

額
等

」に
は

，
転

売
収

入
及

び
修

理
料

収
入

等
の

ほ
か

，
製

造
工

程
か

ら
出

た
く

ず
及

び
廃

物
の

出
荷

額
も

含
ま

れ
る

。

注
1)

 「
現

金
給

与
総

額
」「

原
材

料
使

用
額

等
」「

製
造

品
出

荷
額

等
」「

粗
付

加
価

値
額

」は
平

成
27

年
1年

間
の

数
値

で
あ

る
。

第
3
表

  
地

区
(1

4
区

分
)別

統
計

表
(従

業
者

4
人

以
上

の
事

業
所

)

事
業

所
数

従
業

者
数

現
金

給
与

総
　

　
額

原
 材

 料
使

用
額

等

製
造

品
出

荷
額

等
粗

  
付

  
加

価
  

値
  

額
地

区
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  単
位

：事
業

所
・人

・万
円

平
成

28
年

6月
1日

現
在

総
数

法
人

個
人

総
数

男
女

総
　

　
額

製
  

造
  

品
出

  
荷

  
額

加
  

工
  

賃
収

  
入

  
額

そ
の

他
収

入
額

等

総
数

3
8
9

3
7
4

1
5

9
,1

8
5

5
,9

6
2

3
,2

2
3

3
,0

1
9
,1

7
9

1
3
,2

7
7
,3

4
5

2
1
,5

6
3
,9

8
2

1
9
,6

2
6
,5

5
0

7
2
7
,3

1
8

1
,2

1
0
,1

1
4

7
,4

8
4
,3

5
8

17
2

15
7

15
1,

04
9

69
4

35
5

26
2,

58
6

75
3,

57
1

1,
36

6,
34

7
1,

15
4,

12
5

92
,8

00
11

9,
42

2
56

7,
66

0

95
95

-
1,

26
0

89
3

36
7

39
3,

53
0

1,
32

2,
52

0
2,

44
2,

99
2

2,
11

0,
09

2
14

3,
13

0
18

9,
77

0
1,

04
0,

10
3

41
41

-
98

4
65

3
33

1
32

0,
36

3
1,

07
0,

81
8

2,
17

7,
69

4
1,

91
5,

02
9

15
4,

45
5

10
8,

21
0

1,
02

7,
85

3

47
47

-
1,

90
1

1,
26

5
63

6
60

0,
98

7
2,

49
1,

61
5

4,
04

3,
13

1
3,

26
2,

44
2

21
4,

53
6

56
6,

15
3

1,
43

4,
89

5

23
23

-
1,

68
1

1,
04

4
63

7
58

3,
67

0
3,

16
2,

47
8

4,
83

0,
90

5
4,

52
6,

86
9

84
,3

16
21

9,
72

0
1,

25
5,

09
0

9
9

-
1,

56
2

1,
04

0
52

2
X

X
X

X
X

X
X

2
2

-
74

8
37

3
37

5
X

X
X

X
X

X
X

  
  

4～
 2

9人
30

8
29

3
15

3,
29

3
2,

24
0

1,
05

3
97

6,
47

9
3,

14
6,

90
9

5,
98

7,
03

3
5,

17
9,

24
6

39
0,

38
5

41
7,

40
2

2,
63

5,
61

6

  
 3

0
人

以
上

81
81

-
5,

89
2

3,
72

2
2,

17
0

2,
04

2,
70

0
10

,1
30

,4
36

15
,5

76
,9

49
14

,4
47

,3
04

33
6,

93
3

79
2,

71
2

4,
84

8,
74

2

  
　

4
～

  
9人

  
 1

0
～

 1
9人

  
 2

0
～

 2
9人

  
 3

0
～

 4
9人

  
 5

0
～

 9
9人

  
10

0
～

29
9人

  

  
30

0
人

以
上

(再
　

掲
)

注
1)

 「
現

金
給

与
総

額
」「

原
材

料
使

用
額

等
」「

製
造

品
出

荷
額

等
」「

粗
付

加
価

値
額

」
は

平
成

27
年

1年
間

の
数

値
で

あ
る

。

注
2)

 「
そ

の
他

収
入

額
等

」に
は

，
転

売
収

入
及

び
修

理
料

収
入

等
の

ほ
か

，
製

造
工

程
か

ら
出

た
く

ず
及

び
廃

物
の

出
荷

額
も

含
ま

れ
る

。

第
4
表

  
従

業
者

規
模

(7
区

分
)別

統
計

表
(従

業
者

4
人

以
上

の
事

業
所

)

事
業

所
数

従
業

者
数

現
金
給
与

総
　
　

額
原
 材

 料
使
用
額
等

製
造

品
出

荷
額

等
粗

  
付

  
加

価
  

値
  

額
区

分
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  単
位

：事
業

所
・人

・万
円

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等
事

業
所

数
従

業
者

数
製

造
品

出
荷

額
等

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等
事

業
所

数
従

業
者

数
製

造
品

出
荷

額
等

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等

総
数

4
0
5

8
,6

8
7

1
7
,6

7
3
,4

1
6

3
7
7

8
,6

8
1

1
6
,7

9
1
,1

8
6

3
6
1

8
,5

3
4

1
8
,3

7
0
,1

1
2

3
3
8

8
,1

5
1

1
9
,2

7
8
,2

1
0

3
8
9

9
,1

8
5

2
1
,5

6
3
,9

8
2

西
10

14
1

15
6,

76
5

8
14

1
15

2,
42

1
7

12
4

14
9,

36
3

7
12

7
16

3,
08

1
11

14
9

17
3,

41
8

中
央

6
10

9
12

5,
76

0
5

11
5

13
7,

13
5

4
10

3
13

4,
01

7
3

85
12

1,
89

4
6

10
7

13
4,

93
2

大
成

11
10

9
80

,2
40

10
10

8
80

,0
14

9
11

3
81

,3
73

9
10

7
82

,6
57

7
93

78
,8

85

東
52

1,
61

1
3,

95
5,

91
8

43
1,

58
6

2,
99

3,
48

1
42

1,
54

8
3,

34
7,

45
7

39
1,

55
1

3,
71

2,
47

6
52

1,
35

3
3,

92
9,

89
6

新
旭

川
31

56
7

3,
12

1,
19

4
31

67
4

3,
13

5,
19

1
32

65
9

3,
47

0,
63

6
28

53
4

3,
55

0,
61

7
28

54
2

3,
57

8,
01

9

北
星

25
36

9
59

1,
16

4
25

39
8

60
3,

42
4

21
43

2
63

1,
52

8
18

39
3

72
4,

10
4

23
46

2
77

5,
02

2

春
光

5
37

X
4

24
X

3
22

X
3

22
X

4
24

X

神
居

21
68

6
99

6,
27

7
22

52
0

79
2,

82
7

19
65

2
97

3,
48

5
19

62
1

93
3,

15
5

21
73

7
1,

02
6,

74
7

江
丹

別
2

17
X

1
4

X
1

4
X

1
4

X
1

11
X

永
山

11
2

2,
41

1
4,

31
5,

84
2

10
4

2,
39

7
4,

67
5,

06
3

99
2,

14
0

5,
14

8,
28

8
98

2,
05

9
5,

38
0,

59
6

10
5

2,
53

3
6,

17
2,

22
9

東
旭

川
74

1,
82

5
2,

90
1,

71
5

73
1,

90
9

2,
99

1,
92

3
73

1,
90

1
3,

11
1,

16
4

68
1,

90
4

3,
24

4,
67

6
78

2,
31

0
4,

34
1,

94
1

神
楽

15
13

9
15

2,
26

3
13

11
8

14
3,

59
2

12
11

3
12

1,
09

0
10

92
10

6,
66

0
16

13
1

11
9,

91
1

西
神

楽
15

22
7

47
7,

16
4

13
19

5
29

7,
39

4
13

20
5

34
8,

34
8

13
20

3
33

1,
45

5
12

22
5

31
5,

56
4

東
鷹

栖
26

43
9

74
6,

58
6

25
49

2
76

2,
29

7
26

51
8

82
4,

53
3

22
44

9
92

6,
83

9
25

50
8

87
6,

83
0

神
楽

地
区

30
36

6
62

9,
42

7
26

31
3

44
0,

98
6

25
31

8
46

9,
43

8
23

29
5

43
8,

11
5

28
35

6
43

5,
47

5

西
神

楽
地

区
を

含
む

( 
再

 掲
 )

注
) 

事
業

所
数

及
び

従
業

者
数

は
，

平
成

23
年

は
平

成
24

年
2月

1日
現

在
，

平
成

27
年

は
平

成
28

年
6月

1日
現

在
，

そ
れ

以
外

の
年

次
は

そ
の

年
の

12
月

31
日

現
在

の
数

値
で

あ
る

。

第
5
表

　
地

区
(1

4
区

分
)別

事
業

所
数

，
従

業
者

数
，

製
造

品
出

荷
額

等
の

推
移

(従
業

者
4
人

以
上

の
事

業
所

)

平
成

23
年

(2
01

1年
)

平
成

24
年

(2
01

2年
)

平
成

25
年

(2
01

3年
)

平
成

26
年

(2
01

4年
)

平
成

2
7
年

(2
0
1
5
年

)
地

区
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  単
位

：事
業

所
・人

・万
円

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等
事

業
所

数
従

業
者

数
製

造
品

出
荷

額
等

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等
事

業
所

数
従

業
者

数
製

造
品

出
荷

額
等

事
業

所
数

従
業

者
数

製
造

品
出

荷
額

等

総
数

4
0
5

8
,6

8
7

1
7
,6

7
3
,4

1
6

3
7
7

8
,6

8
1

1
6
,7

9
1
,1

8
6

3
6
1

8
,5

3
4

1
8
,3

7
0
,1

1
2

3
3
8

8
,1

5
1

1
9
,3

0
6
,8

0
8

3
8
9

9
,1

8
5

2
1
,5

6
3
,9

8
2

19
8

1,
19

0
1,

72
7,

03
7

16
8

1,
04

3
1,

42
7,

45
0

15
4

98
4

1,
24

1,
44

0
14

1
89

8
1,

19
6,

28
9

17
2

1,
04

9
1,

36
6,

34
7

10
0

1,
37

8
2,

66
4,

96
3

10
1

1,
37

9
2,

02
2,

92
8

97
1,

36
3

2,
27

3,
50

2
88

1,
21

6
2,

12
1,

70
4

95
1,

26
0

2,
44

2,
99

2

40
95

0
1,

94
9,

95
2

40
95

5
1,

88
0,

08
0

44
1,

05
3

1,
99

0,
67
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